
 

 1 

アジア経済法令ニュース No.24-46 

 添付法令資料 1： 韓国国語基本法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国海关确定进出口货物计税价格办法（目次） 

 添付法令資料 3： オンラインにより流通する医薬品及び食品の監督に関する 

  2024年7月19日付インドネシア共和国医薬品食品監督庁規則No. 14（目次） 

 添付法令資料 4： 産業クラスターの管理及び発展に関するベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2024 年 11 月 15 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 肥料を登録した件（農林水産省告示第 1976 号） 

24.11.06 公布 

2 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告石川労働局最低賃金公示第 2 号

及び第 3 号、香川労働局最低賃金公示第 2 号及び第 3 号、福岡労働局最低賃金

公示第 5 号） 

24.11.06 公布 

3 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告栃木労働局最低賃金公示第 2

号、山口労働局最低賃金公示第 2 号、福岡労働局最低賃金公示第 6 号） 

24.11.07 公布 

4 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告宮城労働局最低賃金公示第 3 号、

山口労働局最低賃金公示第 3 号） 

24.11.11 公布／24.12.15 発効 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 反洗钱法 

24.11.08 公布  全国人民代表大会常务委员会  国家主席令第 38 号／

25.01.01 施行 

2 能源法 

24.11.08 公布  全国人民代表大会常务委员会  国家主席令第 37 号／

25.01.01 施行 

3 矿产资源法 

24.11.08 公布  全国人民代表大会常务委员会  国家主席令第 36 号／

25.07.01 施行 

4 文物保护法 

24.11.08 公布  全国人民代表大会常务委员会  国家主席令第 35 号／

25.03.01 施行 

5 学前教育法 

24.11.08 公布  全国人民代表大会常务委员会  国家主席令第 34 号／
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25.06.01 施行 

6 关于修改≪中华人民共和国各级人民代表大会常务委员会监督法≫的决定 

24.11.08 公布 全国人民代表大会常务委员会 国家主席令第 39 号／同日施

行 

7 关于延长授权国务院在营商环境创新试点城市暂时调整适用≪中华人民共和国

计量法≫有关规定期限的决定 

24.11.08 公布 全国人民代表大会常务委员会／同日施行 

8 关于批准≪国务院关于提请审议增加地方政府债务限额置换存量隐性债务的议

案≫的决议 

24.11.08 公布 全国人民代表大会常务委员会 

9 关于批准≪＜≪防止倾倒废物及其他物质污染海洋的公约≫1996 年议定书＞

污水污泥修正案≫的决定 

24.11.08 公布 全国人民代表大会常务委员会 

10 人民法院发布五个打击通过虚假诉讼逃废债典型民事案例 

24.11.11 公布 最高人民法院 

11 民主党派“益心为公”志愿者参与辅助长江生态环境保护检察公益诉讼办案典

型案例 

24.10.09 公布 最高人民检察院 

12 关于公布我国南海部分岛礁标准名称的公告 

24.11.10 公布 自然资源部等公告 2024 年第 15 号 

13 关于进一步规范电力市场交易行为有关事项的通知 

24.11.08 公布 国家能源局综合司 国能综通监管[2024]148 号 

14 关于原产于韩国和日本的进口丁腈橡胶所适用反倾销措施的期终复审裁定公告 

24.11.08 公布 商务部公告 2024 年第 48 号／24.11.09 施行 

15 关于发布 2024 年新能源汽车下乡车型目录（第二批）的通知 

24.11.07 公布 工业和信息化部办公厅等 工信厅联通装函[2024]412 号 

16 标准必要专利反垄断指引 

24.11.04 公布 国家市场监督管理总局 国市监反执一发[2024]102 号／同日

施行 

17 全面实行排污许可制实施方案 

24.11.03 公布 生态环境部 环环评[2024]79 号 

18 商标业务受理窗口运行管理工作指引 

24.10.15 公布 国家知识产权局办公室 国知办发办字[2024]40 号／同日施

行 

19 关于优化进境植物繁殖材料检疫监管的公告 

24.11.06 公布 海关总署等公告 2024 年第 152 号／同日施行 

20 关于大龄领取失业保险金人员参加企业职工基本养老保险有关问题的通知 

24.10.26 公布 人力资源社会保障部等 人社部发[2024]76 号／25.01.01 施

行 

21 关于做好知识产权领域信用监管工作的通知 

24.10.12 公布 国家知识产权局办公室等 国知办发保字[2024]42 号 

22 特殊医学用途配方食品注册临床试验现场核查要点及判定原则 

24.10.24 公布 国家市场监督管理总局公告 2024 年第 48 号／同日施行 

23 工业和信息化部公告 2024 年第 31 号 

24.11.05 公布 工业和信息化部公告 2024 年第 31 号 
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24 工业和信息化部公告 2024 年第 28 号 

24.10.24 公布 工业和信息化部公告 2024 年第 28 号 

25 工业和信息化部公告 2024 年第 30 号 

24.11.05 公布 工业和信息化部公告 2024 年第 30 号 

26 关于对原产于欧盟的进口相关白兰地实施临时反倾销措施的补充公告 

24.11.11 公布 商务部公告 2024 年第 50 号 

27 关于 2025 年度符合申领汽车、摩托车、非公路用两轮摩托车和全地形车出口许

可证条件企业名单的公示 

24.11.06 公布 商务部对外贸易司 商贸机械函[2024]238 号 

28 关于运用地方政府专项债券资金收回收购存量闲置土地的通知 

24.11.07 公布 自然资源部 自然资发[2024]242 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于民航旅客运输服务推广使用全面数字化的电子发票的公告 

24.11.06 公布 国家税务总局等公告 2024 年第 9 号／24.12.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 農業に関するロシア連邦法律第 19 条及び農業の発展に関するロシア連邦法

律への変更の導入に関する 2024 年 6 月 22 日付ロシア連邦法律 No.160-FZ 

2 情報及び情報技術並びに情報の保護に関するロシア連邦法律並びにロシア連

邦領域における情報通信ネットワーク「インターネット」上の外国人の活動に

関するロシア連邦法律第 11 条及び第 15 条への変更の導入に関する 2024 年 6

月 22 日付ロシア連邦法律 No.158-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

3 ロシア連邦におけるツーリスト活動の基礎に関するロシア連邦法律及びツア

ーガイド（ガイド）、通訳ガイド及びインストラクター・コンダクターの活動

の法的規制に関してロシア連邦におけるツーリスト活動の基礎に関するロシ

ア連邦法律へ変更を導入することに関するロシア連邦法律第 2 条への変更の導

入に関する 2024 年 6 月 22 日付ロシア連邦法律 No.143-FZ 

一部を除き、2024 年 9 月 1 日から施行 

4 ロシア連邦刑事執行法典第 77.1 条への変更の導入に関する 2024 年 6 月 22

日付ロシア連邦法律 No.153-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

5 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 
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1 雇用法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 15/VBHN-VPQH 号合一文書 

2 高齢者法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 16/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 行政訴訟法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 12/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 国防法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 19/VBHN-VPQH 号合一文書 

5 地方政権組織法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 13/VBHN-VPQH 号合一文書 

6 労働安全及び衛生法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 14/VBHN-VPQH 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 所得税法施行令一部改正令 

24.11.12 公布 大統領令第 34990 号／同日施行 

2 法人税法施行令一部改正令 

24.11.12 公布 大統領令第 34991 号／同日施行 

3 租税特例制限法施行令一部改正令 

24.11.12 公布 大統領令第 34992 号／一部を除き、同日施行 

4 付加価値税法施行令一部改正令 

24.11.12 公布 大統領令第 34993 号／同日施行 

5 総合不動産税法施行令一部改正令 

24.11.12 公布 大統領令第 34994 号／同日施行 

6 国有財産特例制限法施行令一部改正令 

24.11.12 公布 大統領令第 34995 号／同日施行 

7 資本市場及び金融投資業に関する法律施行令一部改正令 

24.11.12 公布 大統領令第 35003 号／一部を除き、同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Interpretation Act 1965 - Interpretation (Singapore Food Agency — Fees 

for Certificates for Export) Order 2024 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 11 

November 2024 and comes into operation on 12 November 2024.; No. S 

854/2024 

2 Hotels Act 1954 - Hotels Licensing (Amendment) Regulations 2024  

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 13 
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November 2024 and except for regulation 13(c) and (d), come into 

operation on 1 January 2025. Regulation 13(c) and (d) is deemed to have 

come into operation on 31 December 2021; No. S 858/2024 

3 Property Tax Act 1960 - Property Tax (Valuation by Gross Receipts for 

Hotel Premises) (Amendment) Order 2024 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 13 

November 2024 and comes into operation on 1 January 2025.; No. S 

859/2024 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 OFFICE OF THE PRESIDENT  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 73, S. 2024 

  APPROVING AND ADOPTING THE MICRO, SMALL, AND MEDIUM 

ENTERPRISE DEVELOPMENT PLAN 2023-2028, AND DIRECTING THE 

IMPLEMENTATION THEREOF 

24.11.07 付／直ちに施行 

2 OFFICE OF THE PRESIDENT  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 74, S. 2024 

  ADOPTING THE PHILIPPINE DEVELOPMENT PLAN FOR CULTURE 

AND THE ARTS 2024-2029, AND DIRECTING THE IMPLEMENTATION 

THEREOF 

24.11.07 付／直ちに施行 

3 REPUBLIC ACT NO. 12066  

  AN ACT AMENDING SECTIONS 27, 28, 32, 34, 57, 106, 108, 109, 112, 

135, 237, 237-A, 269, 292, 293, 294, 295, 296, 297, 300, 301, 308, 309, 310, 

AND 311, AND ADDING NEW SECTIONS 135-A, 295-A, 296-A, AND 

297-A OF THE NATIONAL INTERNAL REVENUE CODE OF 1997, AS 

AMENDED, AND FOR OTHER PURPOSES 

24.11.08 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 

4 OFFICE OF THE PRESIDENT  

  EXECUTIVE ORDER NO. 74, S. 2024 

  IMMEDIATE BAN OF PHILIPPINE OFFSHORE GAMING, INTERNET 

GAMING, AND OTHER OFFSHORE GAMING OPERATIONS IN THE 
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PHILIPPINES, AND FOR OTHER PURPOSES 

24.11.05付／官報又は全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

5 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1204, S. 2024 

  AMENDMENTS TO THE REGULATIONS ON THE PERIODIC REVIEW 

OF TRUST, INVESTMENT MANAGEMENT, AND OTHER FIDUCIARY 

ACCOUNTS 

24.11.08 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 

6 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  MEMORANDUM NO. M-2024-035 

  USER GUIDE FOR CIRCULAR NO. 1187 ON THE ADOPTION OF THE 

PHILIPPINE SUSTAINABLE FINANCE TAXONOMY GUIDELINES 

24.11.08 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 液化石油ガスの輸送のいくつかの問題に関するカザフスタン共和国エネルギ

ー相の命令 

2024 年 11 月 8 日付No.398 同日法務省登録No.35350／同月 14 日から施

行 

2 環境及び環境保護分野におけるカザフスタン共和国政府とウズベキスタン共

和国政府との間の協定の批准に関するカザフスタン共和国法律 

2024 年 11 月 7 日付 No.134-VIII ZRK 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 飲食、ホテル及びツアーオペレーターのサービスを提供する事業主体の促進

並びにその合法的な業務のための追加環境の整備に係る措置に関するウズベ

キスタン共和国政府決定 

2024 年 11 月 7 日付 No.745／同月 8 日施行 

2 農業生産協同組合に関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 11 月 8 日付 No.ZRU-995／2025 年 2 月 12 日施行 

3 ウズベキスタン共和国税法典及び関税法典への変更及び追加の導入に関する

ウズベキスタン共和国法律 
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2024 年 11 月 5 日付 No.ZRU-992／同月 6 日施行 

4 国際労働機関の有給休暇に関する第 132 号条約（1970 年改正）（1970 年 6 月

24 日・ジュネーブ）の批准に関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 11 月 7 日付 No.ZRU-994／同月 8 日施行 

5 ナヴォイ地方におけるマイクロ及び小規模水力発電所の建設に係る追加措置

に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2024 年 11 月 5 日付 No.PP-383／同月 6 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 添付法令資料 

   1 韓国国語基本法（目次） 

   2 中国海关确定进出口货物计税价格办法（目次） 

   3 オンラインにより流通する医薬品及び食品の監督に関する 2024年 7月 19日

付インドネシア共和国医薬品食品監督庁規則 No. 14（目次） 

   4 産業クラスターの管理及び発展に関するベトナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主



 

 8 

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：越南法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

本間 朋信  弁護士：日本法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 
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新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


